鳥取市土地改良区電気料金高騰対策緊急支援事業費補助金交付要綱
　（趣旨）

第１条　この要綱は、鳥取市土地改良区電気料金高騰対策緊急支援事業費補助金（以下「本補助金」という。）の交付について、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　（交付目的）

第２条　本補助金は、コロナ禍において外食需要の落ち込み等により米価が下落している中、さらに原油価格高騰により電気料金が値上がりし農業者が大きな影響を受けている状況を踏まえ、農業者の負担軽減に資するべく、土地改良区が管理する用排水機場等の農業水利施設の操作・運転に要する電気料金の高騰分に対し、緊急的に支援を行うことにより営農活動の維持・継続を図ることを目的として交付する。
　（補助事業者）

第３条　本補助金の交付の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、鳥取市内に位置する土地改良区とする。
　（補助対象経費）

第４条　本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表第３欄に掲げる経費とする。
　（補助金の額の算定）

第５条　本補助金は、補助事業者の要する別表の第３欄に掲げる経費の額に、同表第４欄に定める率を乗じて得た額（１円未満の端数は切り捨てる。）以下で算定し、同表第５欄に定める額を上限として予算の範囲内で交付する。
　（交付申請）

第６条　本補助金は、規則第１１条の２の規定により交付申請及び請求を併合して行うこととし、本補助金の交付申請及び請求に係る申請書は、様式第１号によるものとする。この場合において、本補助金の請求は、本補助金の交付決定がされた場合に、当該交付の決定の日になされたものとみなす。
２　前項の手続は、市長が別に定める日までに様式第１号に次の各号に掲げる書類を添えて提出するものとする。
（1）出来高調書（様式第２号）
（2）構成員名簿、定款又は規約
（3）その他市長が必要と認めるもの

　（着手届及び実績報告）
第７条　本補助金の交付に関しては、規則第１０条第１項第３号の規定により同項に定める着手届の提出を、規則第１２条ただし書の規定により同条に定める実績報告書の提出をそれぞれ要しないものとする。
　（帳簿等の保存期間）
第８条　補助事業者は事務に関する帳簿及び書類を当該事業終了の翌年から起算して５年間整備保存しなければならない。

　（雑則）

第９条　この要綱に定めるもののほか本補助金の交付について必要な事項は、農林水産部長が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、令和５年１月２３日から施行する。
　　　附　則

　この要綱は、令和５年７月６日から施行する。
　別表（第４条、５条関係）
	１

補助対象者
	２
補助対象施設
	３

補助対象経費
	４
補助率
	５

補助額の上限

	土地改良区
	農業用用排水機場等の農業水利施設
	農業水利施設のうち土地改良区が管理している機場において、令和５年４月～令和５年１２月検針分の電力使用量について、電力価格高騰に伴う電気料金の増額分※1。
ただし、土地改良区の実負担分に限る。
	補助対象経費の２分の１以内
	各土地改良区につき60万円を上限とする。


※１　電気料金の増額分は、令和３年同月と比較し算出することとする。
様式第１号
令和５年度 鳥取市土地改良区電気料金高騰対策緊急支援事業

補助金交付申請書兼請求書
番    号

令和  年  月  日

 　鳥取市長　深澤　義彦　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請（請求）者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　㊞
　下記のとおり、令和５年度鳥取市土地改良区電気料金高騰対策緊急支援事業費補助金の交付を受けたいので、鳥取市補助金等交付規則第４条の規定により申請します。なお、交付決定後は、交付決定の額を請求します。
記

	施 設 名
	補助対象経費
	補助金額

（交付申請額）

	
	           円 
	         円 


振込先　　　　　　　　交付決定された場合は、次の振込先口座へ振り込んでください。
	フ リ ガ ナ
	

	口座名義人
	

	金融機関名
	銀行・金庫　
組合・農協　
	支店・出張所　

	預金種別
	普通・当座
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	


　
　６　添付書類
　　（１）出来高調書（様式第２号）
　　（２）構成員名簿、定款又は規約

	市役所記入欄
	交付決定年月日
（請求年月日）
	　　　年　　月　　日
	交付決定額
	円


様式第２号
令和５年度 鳥取市土地改良区電気料金高騰対策緊急支援事業
出　来　高　調　書
　１　事業主体名
　２　施設名
　３　事業の実施期間　　自　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　至　令和　　年　　月　　日
　４　事業実施内容      様式第３号～様式第６号のとおり
様式第３号

■事業報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体名

　１　土地改良区が管理する農業水利施設

　　（１）補助対象施設
	No.
	対象施設名
	施設規模
（口径・台数等）
	造成事業名・地区名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　　（２）電気料金補助対象額

	契約種別
	令和５年度
電気料金（円）
①
	令和３年度
電気料金（円）
②
	補助対象額
①-②＝③

	特別高圧
	
	
	

	高圧
	
	
	

	低圧
	
	
	

	合計
	
	
	



③（合計）　×　 １／２　 ＝
推計補助金額
円
　　※特記事項
　　・ 農業水利施設とその他の施設が混同する場合は、農業水利施設分を分別すること。
　　・ 対象施設の所在地、写真を添付すること。
　　・ 上記様式により難い場合は、適宜記入方法を協議すること。
様式第４号
■土地改良区が管理する農業水利施設に要する電気料金に係る補助金等活用
　状況報告書（令和　　年　　月　　日時点）
　事業主体名
	補助金名
	補助団体名
（市町名等）
	補助対象額
	補助率
②
	補助額
①×②＝③

	
	
	全額
	①
	
	

	
	
	増額分
	
	
	

	（例）電気料金高騰対策緊急支援事業費補助金
	○○県
	
	
	1/2
	

	
	
	○
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	補助額　計
	
	


※鳥取市以外への申請内容等がわかる書類（補助金交付要綱、申請書等）を添付してください。
【注１】 鳥取市土地改良区電気料金高騰対策緊急支援事業費補助金交付申請時点で他の補助金等の活用状況を記載してください。他の補助金等の活用がない場合でも、本様式は提出してください。
様式第５号
事業主体名
令和　　　年度
　１　土地改良区が管理する農業水利施設

　　ア　使用電力量
	契約種別
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	備考

	特別高圧
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	高圧
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	低圧
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　イ　電気料金
	契約種別
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	合計

	特別高圧
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	高圧
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	低圧
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※使用電力量は、補助対象施設及びその付帯施設のものに限る。
※上記様式により難い場合は、適宜記入方法を協議すること。

様式第６号
　令和　　　年度　　　　　契約種別　　特別高圧　・　高圧　・　低圧　　　　　　　　　　　事業主体名　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※該当するものに〇をしてください。
ア　使用電力量
	ＮＯ　　　　　
	施設名
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


イ　電気料金
	ＮＯ　　　　　
	施設名
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※様式第５号に集計される契約種別毎に分けて作成すること。
※各施設の使用電力量が月毎に判別できる資料を添付すること。（例：請求書の写し）
※上記様式により難い場合は、適宜記入方法を協議すること。

